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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第38期は、当社は非上場であり、期中平均

株価が把握できないため、記載しておりません。また、第37期及び第38期中は、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社が存在していないため、記載して

おりません。 

５．純資産の算定にあたり、第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） － 8,990,136 10,319,471 11,960,722 19,131,916 

経常利益 （千円） － 483,137 759,870 570,996 811,854 

中間（当期）純利益 （千円） － 280,137 435,467 287,644 441,979 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 865,199 1,888,199 865,199 865,199 

発行済株式総数 （株） － 1,235,103 1,455,103 1,235,103 1,235,103 

純資産額 （千円） － 4,520,454 7,166,337 4,223,195 4,700,876 

総資産額 （千円） － 12,695,683 15,941,062 12,501,568 13,353,931 

１株当たり純資産額 （円） － 3,661.55 4,926.99 3,413.96 3,807.69 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） － 226.91 322.73 266.91 358.00 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － 319.48 － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 15 15 

自己資本比率 （％） － 35.6 45.0 33.8 35.2 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △76,336 △607,069 310,145 △235,962 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △33,842 △74,655 △487,552 92,587 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 300,337 1,416,878 606,807 △317,792 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） － 1,088,309 1,176,784 898,093 436,832 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

149 

(17) 

185 

(27) 

147 

(19) 

174 

(21) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が前期に比べ 11名増加したのは、業容の拡大に伴う定期及び期中採用等によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 185（27） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まり、レアメタルを中心とした原材料価格の上昇、為替

及び金利の先行き不透明感があるものの、輸出の拡大、民間設備投資の増加、電子部品の好調持続、株式相場の堅

調等の要因により、概ね順調な景気基調となりました。 

一方、世界の経済は、朝鮮半島及び中東情勢等に不安は残すものの、中国、米国及び欧州主要国の好景気も持続

するなど、総じて堅調に推移いたしました。 

工業用貴金属業界におきましては、携帯電話に搭載される酸化物単結晶の堅調な推移とともに、液晶ディスプレ

イ、ハードディスク、デジタルビデオカメラ用の光学ガラスの高水準持続に伴い、貴金属ルツボ等の溶解設備の需

要が堅調に推移いたしました。携帯電話に搭載される水晶振動子の旺盛な需要及びハードディスクにおける記録方

式の変更により、ターゲット製品の需要も急拡大いたしました。半導体製造用装置の輸出高は従前からの好調を維

持し、温度センサーの需要も堅調に推移いたしました。しかし、貴金属相場は全般的に上昇傾向にあり、一部の貴

金属ユーザーにおいては、設備投資の順延ないし縮小を余儀なくされる等の影響が出始めていることも事実であ

り、リサイクル需要を中心とした顧客ニーズへのスピーディな対応を要求される状況にあるものと認識いたしてお

ります。 

このような市場環境のもと、当社は、平成18年９月27日、株式会社ジャスダック証券取引所へ上場し、公募増資

により2,046,000千円の資金を調達させていただいたことから、薄膜部門ターゲット製品の更なる事業拡大に備え

るため、ターゲット製造装置の拡充を行い、また、その他部門ケミカル製品の事業展開に備えるため、ケミカル設

備の増強を継続いたしております。電子部門におきましては、新素材による市場の開拓に注力し、大型溶解設備に

より市場への浸透を図って参りました。センサー部門におきましては、半導体製造設備の需要拡大による受注増加

に対応するため、平成18年９月に作業スペースのレイアウト変更工事が完了いたしました。工業用貴金属製品の旺

盛な需要に対応するべく、次期へ向けての先行投資を継続的に行い、事業基盤の更なる強化を図って参りました。

これらを背景といたしまして、当中間会計期間の業績は、売上高10,319,471千円（前年同期比14.8％増）、営業

利益761,727千円（同59.5％増）、経常利益759,870千円（同57.3％増）、中間純利益435,467千円（同55.4％増）

となりました。                                            

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、たな卸資産に伴う支出の増加、借

入金の返済などがあったものの、税引前中間純利益が746,512千円（前期比54.1％増）及び株式の発行による収入

があったため、前事業年度末と比べ739,951千円増加し、1,176,784千円となりました。 

今後の見通しにつきましては、業容の拡大に備え、第二工場建設用地を取得する予定であるため、設備投資に供

する資金をまかなう借入金が発生いたします。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は607,069千円（前年同期は76,336千円の使用）となりました。 

これは主に、税引前中間純利益が746,512千円、仕入債務の増加額が 344,758千円あったものの、たな卸資

産の増加1,265,775千円、売上債権の増加 199,783千円及び法人税等の支払255,243千円があったためでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は74,655千円（前年同期は33,842千円の使用）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出 77,221千円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は1,416,878千円（前年同期は300,337千円の収入）となりました。 

これは主に、株式の発行による収入が2,034,429千円あったものの、短期借入金の減少が200,000千円、長期

借入金の減少が398,130千円あったためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

生産高（千円） 前年同期比（％） 

電子部門 3,403,160 75.8 

薄膜部門 4,444,167 152.9 

センサー部門 850,688 169.1 

その他 1,756,566 161.5 

合計 10,454,581 116.3 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

電子部門 3,500,855 77.9 461,342 3,582.1 

薄膜部門 4,423,767 154.7 391,760 138.2 

センサー部門 876,542 158.6 171,487 145.9 

その他 1,844,746 162.8 241,210 168.4 

合計 10,645,910 117.8 1,265,799 190.3 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 

電子部門 3,345,663 74.5 

薄膜部門 4,376,332 150.5 

センサー部門 840,908 167.2 

その他 1,756,566 161.5 

合計 10,319,471 114.8 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三菱商事株式会社 3,488,957 38.8 2,033,983 19.7 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

(1）第二工場建設に伴う固定資産の取得について 

 当社は、平成19年１月26日の取締役会決議に基づき、平成19年２月22日に、第二工場建設予定地を取得いたしま

した。 

 当該資産の取得の詳細につきましては「第５ 経理の状況 中間財務諸表等 (1）中間財務諸表 注記事項（重

要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

当社は、高度情報化社会の発展には欠くことのできない素材である、貴金属を取り扱う専業メーカーとして、多様

化するユーザーのニーズに応えるとともに、新素材、新用途の積極的な提案を継続し、社会と環境に貢献する次世代

製品の開発に鋭意邁進しております。 

当社の研究開発活動は、社内の開発情報を有機的に結合させ、収益に繋がる開発を迅速かつ効果的に進めるため、

研究開発セクションを統合した研究開発部を設置しております。研究開発部には、バルクグループ、ケミカルグルー

プ、薄膜グループ、知財グループの４部門があり、各グループは、顧客ニーズに合わせた新素材の開発及びその開発

品の新製造プロセスの設計を行っております。その中でもケミカルグループは、新素材の開発のみならず、工業用貴

金属製品専業メーカーとして、貴重な素材をより効率的に、かつ高品質に回収・再生できるプロセスの開発に力を注

いでおります。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、111,691千円であり、主な研究開発成果は以下のとおりでありま

す。 

(1）強化型白金（ＦＰＯ）の開発 

 従来より当社は、主にガラス製造用機器の原材料として使用する強化型白金を、ドイツ企業から購入しておりま

したが、納期の短縮及び資金効率の改善を図るため、当社独自の強化型白金の開発を行い、前期よりそのアイテム

を増やしたことに加え、有効な接合方法を開発いたしました。 

(2）燃料電池材料の開発 

 当社はＮＩＭＳ(独立行政法人 物質材料技術研究機構)との共同研究により、燃料電池用のルテニウム系の材料

を開発いたしました。 

(3）イリジウムプラグの開発 

 当社が得意とするイリジウム製品のうち、自動車用イリジウムプラグの生産性改善と安定性確保のプロセスを開

発いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

(2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、平成19年２月22日に第二工場建設用地の売

買契約を締結いたしました。 

また、今後の投資金額については、未定であります。 

 なお、当該資産の取得の詳細につきましては「第５ 経理の状況 中間財務諸表等 (1）中間財務諸表 注記事

項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,167,880 

計 4,167,880 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,455,103 1,455,103 ジャスダック証券取引所 － 

計 1,455,103 1,455,103 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年３月30日臨時株主総会決議に基づく第１回新株予約権の付与 

平成18年４月10日発行の新株予約権（ストックオプション） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議から退職等の理由により権利を喪失

した者の当該数を減じております。 

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数の調整をする

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並

びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必

要と認める株式の数の調整を行う。 

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は次の算式により１

株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移

転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 178（注）１、２ 172（注）１、２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,800（注）１、３ 17,200（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり4,700（注）４ １株当たり4,700（注）４ 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり4,700 

資本組入額 １株当たり2,350 

発行価格  １株当たり4,700 

資本組入額 １株当たり2,350 

新株予約権の行使の条件 （注）５ （注）５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ （注）６ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



５．(1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することができる。ただ

し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

(2）新株予約権者が死亡した場合、権利を喪失するものとする。 

(3）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が上場した場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

(4）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

６．新株予約権を譲渡し、または、これに担保権を設定することができない。 



② 平成18年３月30日臨時株主総会決議に基づく第２回新株予約権の付与 

平成18年５月25日発行の新株予約権（ストックオプション） 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数の調整をする

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並

びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必

要と認める株式の数の調整を行う。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は次の算式により１

株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移

転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

４．(1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することができる。ただ

し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

(2）新株予約権者が死亡した場合、権利を喪失するものとする。 

(3）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が上場した場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

(4）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡し、または、これに担保権を設定することができない。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 5（注）１ 5（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500（注）２ 500（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり4,700（注）３ １株当たり4,700（注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり4,700 

資本組入額 １株当たり2,350 

発行価格  １株当たり4,700 

資本組入額 １株当たり2,350 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格         10,000円 

発行価額          9,300円 

資本組入額         4,650円 

払込金総額       2,046,000千円 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年９月26日 220,000 1,455,103 1,023,000 1,888,199 1,023,000 1,857,237 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

古屋 堯民 東京都杉並区 267,933 18.41 

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内２－３－１ 182,272 12.53 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 107,600 7.39 

ロンミンピーエルシー 

（常任代理人 ハーバート・

スミス外国法事務弁護士事務

所） 

4 Grosveor Place,London SW1X 7YL U.K. 

（東京都港区虎ノ門２－３－17） 
100,000 6.87 

水口 美津 東京都八王子市 84,700 5.82 

古屋 瑛夫 東京都八王子市 80,300 5.52 

フルヤ金属従業員持株会 東京都豊島区南大塚２－37－５ 68,600 4.71 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 64,500 4.43 

古屋 慶夫 埼玉県さいたま市緑区 59,700 4.10 

資産管理サービス信託銀行㈱ 

（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海１－８－12 37,100 2.55 

計 － 1,052,705 72.35 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年９月27日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式1,454,200 14,542 － 

単元未満株式 普通株式   403 － － 

発行済株式総数 1,455,103 － － 

総株主の議決権 － 14,542 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社フルヤ金属 
東京都豊島区南大

塚二丁目37番５号 
500 － 500 0.03 

計 － 500 － 500 0.03 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） － － 14,890 20,500 22,600 23,500 

最低（円） － － 9,990 12,900 17,700 18,610 

役名 職名 氏名 退任年月日 

社外取締役 － フレイザー・キング  平成19年２月28日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監

査法人により中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年８月25日提出の有価証券届出書に添付されたものによ

っております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２ 1,098,309   1,186,784 446,832   

２ 受取手形 ※６ 105,738   224,924 157,020   

３ 売掛金   1,307,105   2,617,097 2,488,704   

４ たな卸資産 ※２ 7,191,640   8,766,078 7,500,302   

５ 繰延税金資産   61,360   87,731 66,824   

６ その他 ※４ 35,389   122,841 32,266   

貸倒引当金   △1,289   － －   

流動資産合計     9,798,253 77.2 13,005,457 81.6   10,691,951 80.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物 ※1,2 1,122,765   1,217,082 1,088,672   

(2）機械装置 ※1,2 538,657   501,116 503,603   

(3）土地 ※２ 514,800   514,800 514,800   

(4）建設仮勘定   19,720   136,251 －   

(5）その他   64,534   61,409 61,510   

計   2,260,479   2,430,659 2,168,587   

２ 無形固定資産   6,124   5,290 5,898   

３ 投資その他の資
産 

          

(1）投資有価証券   292,049   118,477 133,841   

(2）保険積立金   196,502   229,922 211,207   

(3）繰延税金資産   88,798   95,955 88,235   

(4）その他   53,475   55,300 54,209   

計   630,825   499,654 487,493   

固定資産合計     2,897,429 22.8 2,935,605 18.4   2,661,980 19.9

資産合計     12,695,683 100.0 15,941,062 100.0   13,353,931 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金 ※２ 1,450,011   2,675,709 2,386,213   

２ 短期借入金 ※２ 3,020,000   1,500,000 1,700,000   

３ １年以内返済予
定長期借入金 

※２ 610,660   1,786,885 1,796,260   

４ 未払金   153,405   269,595 214,331   

５ 未払法人税等   222,622   352,212 265,143   

６ 賞与引当金   87,338   118,041 97,209   

７ その他 ※４ 118,616   379,538 137,127   

流動負債合計     5,662,654 44.6 7,081,981 44.4   6,596,286 49.4

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 2,323,755   1,451,270 1,840,025   

２ 退職給付引当金   92,661   117,244 106,559   

３ 役員退職慰労引
当金 

  92,158   120,229 106,184   

４ その他   4,000   4,000 4,000   

固定負債合計     2,512,574 19.8 1,692,743 10.6   2,056,768 15.4

負債合計     8,175,229 64.4 8,774,724 55.0   8,653,054 64.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     865,199 6.8 － － －   －

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   834,237   － －   

資本剰余金合計     834,237 6.6 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   9,435   － －   

２ 任意積立金   80,531   － －   

３ 中間未処分利益   2,753,604   － －   

利益剰余金合計     2,843,571 22.4 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    △21,074 △0.2 － －   － －

Ⅴ 自己株式     △1,479 △0.0 － －   － －

資本合計     4,520,454 35.6 － －   － －

負債資本合計     12,695,683 100.0 － －   － －

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     － － 1,888,199 11.8   865,199 6.5

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   －   1,857,237 834,237   

資本剰余金合計     － － 1,857,237 11.7   834,237 6.2

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   －   9,435 9,435   

(2）その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   －   295 295   

別途積立金   －   80,000 80,000   

繰越利益剰余金   －   3,332,631 2,915,682   

利益剰余金合計     － － 3,422,362 21.5   3,005,413 22.5

４ 自己株式     － － △2,381 △0.0   △1,479 △0.0

株主資本合計     － － 7,165,417 45.0   4,703,370 35.2

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    － － 920 0.0   △2,494 △0.0

評価・換算差額等合
計 

    － － 920 0.0   △2,494 △0.0

純資産合計     － － 7,166,337 45.0   4,700,876 35.2

負債純資産合計     － － 15,941,062 100.0   13,353,931 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     8,990,136 100.0 10,319,471 100.0   19,131,916 100.0

Ⅱ 売上原価     7,903,734 87.9 8,817,613 85.4   17,004,074 88.9

売上総利益     1,086,401 12.1 1,501,857 14.6   2,127,841 11.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    608,852 6.8 740,130 7.2   1,288,990 6.7

営業利益     477,549 5.3 761,727 7.4   838,850 4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   55,083 0.6 63,684 0.6   86,967 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   49,495 0.5 65,541 0.6   113,963 0.6

経常利益     483,137 5.4 759,870 7.4   811,854 4.2

Ⅵ 特別利益     10,759 0.1 － －   10,759 0.1

Ⅶ 特別損失     9,542 0.1 13,357 0.1   26,787 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

    484,354 5.4 746,512 7.3   795,826 4.2

法人税、住民税及
び事業税 

  216,426   342,014 383,704   

法人税等調整額   △12,209 204,216 2.3 △30,969 311,044 3.0 △29,857 353,847 1.9

中間（当期）純利
益 

    280,137 3.1 435,467 4.3   441,979 2.3

前期繰越利益     2,473,467 －   － 

中間未処分利益     2,753,604 －   － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

865,199 834,237 834,237 9,435 295 80,000 2,915,682 3,005,413 △1,479 4,703,370

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 1,023,000 1,023,000 1,023,000 － － － － － － 2,046,000

剰余金の配当 － － － － － － △18,518 △18,518 － △18,518

中間純利益 － － － － － － 435,467 435,467 － 435,467

自己株式の取得 － － － － － － － － △902 △902

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額
合計 
（千円） 

1,023,000 1,023,000 1,023,000 － － － 416,949 416,949 △902 2,462,046

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

1,888,199 1,857,237 1,857,237 9,435 295 80,000 3,332,631 3,422,362 △2,381 7,165,417

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

△2,494 △2,494 4,700,876

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 － － 2,046,000

剰余金の配当 － － △18,518

中間純利益 － － 435,467

自己株式の取得 － － △902

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

3,414 3,414 3,414

中間会計期間中の変動額合
計 
（千円） 

3,414 3,414 2,465,461

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

920 920 7,166,337



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

865,199 834,237 834,237 9,435 767 80,000 2,500,150 2,590,352 △1,479 4,288,309

事業年度中の変動額          

特別償却準備金の取崩 － － － － △471 － 471 － － －

役員賞与の支給 － － － － － － △8,400 △8,400 － △8,400

剰余金の配当 － － － － － － △18,518 △18,518 － △18,518

当期純利益 － － － － － － 441,979 441,979 － 441,979

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △471 － 415,532 415,060 － 415,060

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

865,199 834,237 834,237 9,435 295 80,000 2,915,682 3,005,413 △1,479 4,703,370

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

△65,114 △65,114 4,223,195

事業年度中の変動額   

特別償却準備金の取崩 － － －

役員賞与の支給 － － △8,400

剰余金の配当 － － △18,518

当期純利益 － － 441,979

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

62,619 62,619 62,619

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

62,619 62,619 477,680

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

△2,494 △2,494 4,700,876



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間（当期）純利益   484,354 746,512 795,826 

減価償却費   108,185 99,182 219,349 

賞与引当金の増減額   △1,799 20,832 8,072 

役員賞与引当金の増減額   － △12,100 12,100 

退職給付引当金の増減額   6,311 10,684 20,209 

役員退職慰労引当金の増減額   1,746 14,044 15,772 

貸倒引当金の増減額   254 － △1,034 

受取利息及び受取配当金   △1,013 △88 △4,136 

支払利息   49,215 47,310 92,940 

為替差損益   △57 △1,311 92 

株式交付費   － 11,571 － 

デリバティブ評価損   － 6,042 － 

有形固定資産除却損   － 4,474 5,154 

有形固定資産売却損   298 － 295 

投資有価証券売却益   △3,874 △1,270 △8,841 

投資有価証券売却損   － 1,110 16,837 

投資有価証券評価損   － － 3,210 

売上債権の増減額   △213,934 △199,783 △1,446,815 

たな卸資産の増減額   11,947 △1,265,775 △296,714 

仕入債務の増減額   △330,956 344,758 664,712 

未払消費税の増減額   9,661 △116,685 12,458 

その他資産の増減額   △5,108 △16,744 △910 

その他負債の増減額   △4,551 1,950 9,075 

役員賞与の支払額   △8,400 － △8,400 

小計   102,281 △305,285 109,252 

利息及び配当金の受取額   1,733 530 4,579 

利息の支払額   △48,219 △47,070 △89,281 

法人税等の支払額   △132,131 △255,243 △260,513 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △76,336 △607,069 △235,962 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △229,206 △77,221 △261,813 

有形固定資産の売却による収入   － － 19 

投資有価証券の取得による支出   △3,290 － △13,325 

投資有価証券の売却による収入   205,125 21,280 389,617 

その他投資等の増加による支出   △6,471 △18,714 △21,911 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △33,842 △74,655 92,587 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる収入   6,020,000 6,100,000 9,520,000 

短期借入金の返済による支出   △5,200,000 △6,300,000 △10,020,000 

長期借入による収入   － － 1,000,000 

長期借入金の返済による支出   △501,144 △398,130 △799,274 

株式の発行による収入   － 2,034,429 － 

自己株式の取得による支出   － △902 － 

配当金の支払額   △18,518 △18,518 △18,518 

財務活動によるキャッシュ・フロー   300,337 1,416,878 △317,792 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   57 4,798 △92 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   190,215 739,951 △461,260 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   898,093 436,832 898,093 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 1,088,309 1,176,784 436,832 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

製品、仕掛品 

 個別法による低価法を採用

しております。 

(3）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

 原材料 

時価のあるもの 

 後入先出法による低価法

を採用しております。な

お、原材料の評価に際して

は、金属の族性及び用途を

考慮のうえ、分類した種類

単位をもって、評価方法適

用単位としております。 

原材料 

時価のあるもの 

同左 

原材料 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 後入先出法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 商品 

 個別法による原価法を採用

しております。 

商品 

同左 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

 建物      ３年～38年 

機械装置    ３年～15年 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額の当中間会計期間負担分

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額の当事業年度負担分を計

上しております。 

 (3）   ―――――― 

  

(3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

なお、当中間会計期間では支

給見込額の当中間会計期間負担

額を合理的に見積もることが困

難であったため、計上しており

ません。 

(3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務に基づき、当中間会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務に基づき計上しており

ます。 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

 また、過年度役員退職慰労引

当金の総額は133,277千円であ

り、第35期より５年間で均等額

を費用処理しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

  

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 また、過年度役員退職慰労引

当金の総額は133,277千円であ

り、第35期より５年間で均等額

を費用処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を、金利スワップについて

特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務 

  

  

  

  

 ｂ．ヘッジ手段 

金利スワップ 

  

  

  

  

 ヘッジ対象 

借入金の利息 

  

  

  

  

 (3）ヘッジ方針 

 主に当社の内規である「デリ

バティブ取引管理規程」に基づ

き、金利変動リスク、為替変動

リスクをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

相場変動の累計を基礎にして、

有効性を評価しております。た

だし、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

おりますので、中間決算日にお

ける有効性の評価を省略してお

ります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

相場変動の累計を基礎にして、

有効性を評価しております。た

だし、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

おりますので、決算日における

有効性の評価を省略しておりま

す。 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

―――――― 

  

―――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

12,100千円減少しております。 

 ―――――― 

  

 ―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,700,876千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,938,321千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,127,135千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,041,727千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

預金 10,000千円

原材料 142,740千円

建物 1,090,811千円

機械装置 100,887千円

土地 514,800千円

計 1,859,240千円

預金 10,000千円

原材料 51,523千円

建物 1,185,656千円

機械装置 83,232千円

土地 514,800千円

計 1,845,212千円

預金 10,000千円

原材料 124,084千円

建物 1,059,049千円

機械装置 91,213千円

土地 514,800千円

計 1,799,147千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

買掛金 1,286,934千円

短期借入金 980,000千円

１年以内返済予定長期

借入金 
400,660千円

長期借入金 1,228,755千円

計 3,896,349千円

買掛金 2,280,392千円

短期借入金 636,363千円

１年以内返済予定長期

借入金 
861,270千円

長期借入金 936,885千円

計 4,714,911千円

買掛金 2,095,345千円

短期借入金 727,272千円

１年以内返済予定長期

借入金 
826,260千円

長期借入金 1,060,025千円

計 4,708,903千円

 ３ 受取手形裏書譲渡高 

3,706千円 

 ３ 受取手形裏書譲渡高 

16,768千円 

 ３ 受取手形裏書譲渡高 

7,502千円 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４     ───── 

 ５ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

 ５ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

 ５ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの

総額 
4,000,000千円

貸出実行残高 2,800,000千円

差引額 1,200,000千円

貸出コミットメントの

総額 
5,500,000千円

貸出実行残高 1,400,000千円

差引額 4,100,000千円

貸出コミットメントの

総額 
5,500,000千円

貸出実行残高 1,600,000千円

差引額 3,900,000千円

※６ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれてお

ります。 

※６ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれてお

ります。 

※６     ───── 

受取手形 10,495千円 受取手形 37,209千円   



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加220,000株は、公募増資による新株発行であります。 

 ２．自己株式の増加70株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

研究開発助成金収入 32,784千円 研究開発助成金収入 49,889千円 研究開発助成金収入 48,909千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 49,215千円 支払利息 47,310千円

株式交付費 11,571千円

デリバティブ評価損 6,042千円

支払利息 92,940千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 107,598千円

無形固定資産 586千円

有形固定資産 98,574千円

無形固定資産 607千円

有形固定資産 218,157千円

無形固定資産 1,192千円

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当中間会計期間増 
加株式数（株） 

当中間会計期間減 
少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）1 1,235,103 220,000 － 1,455,103 

合計 1,235,103 220,000 － 1,455,103 

自己株式         

普通株式（注）2 528 70 － 598 

合計 528 70 － 598 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 18,518 15 平成18年６月30日 平成18年10月２日



前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式 1,235,103 － － 1,235,103 

合計 1,235,103 － － 1,235,103 

自己株式         

普通株式 528 － － 528 

合計 528 － － 528 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月27日 

定時株主総会 
普通株式 18,518 15 平成17年６月30日 平成17年９月28日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 18,518 利益剰余金  15 平成18年６月30日 平成18年10月２日

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金及び預金勘定 1,098,309

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△10,000

現金及び預金同等物 1,088,309

現金及び預金勘定 1,186,784

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△10,000

現金及び預金同等物 1,176,784

現金及び預金勘定 446,832

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△10,000

現金及び預金同等物 436,832



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

建物 2,957 1,232 1,725 

機械及び装置 288,392 187,800 100,591 

その他 142,070 89,402 52,668 

合計 433,420 278,435 154,984 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

建物 2,957 1,823 1,133

機械及び装置 389,821 230,549 159,271

その他 143,071 77,113 65,957

合計 535,849 309,487 226,362

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

建物 2,957 1,528 1,429

機械及び装置 294,881 208,591 86,289

その他 106,806 67,963 38,842

合計 404,644 278,083 126,561

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 69,022千円

１年超 94,292千円

合計 163,314千円

１年内 77,903千円

１年超 154,219千円

合計 232,122千円

１年内 67,272千円

１年超 66,365千円

合計 133,638千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 38,069千円

減価償却費相当額 34,862千円

支払利息相当額 2,295千円

支払リース料 41,571千円

減価償却費相当額 38,280千円

支払利息相当額 2,014千円

支払リース料 73,694千円

減価償却費相当額 67,555千円

支払利息相当額 4,055千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,294千円

１年超 1,680千円

合計 3,975千円

１年内 1,218千円

１年超 376千円

合計 1,594千円

１年内 1,980千円

１年超 785千円

合計 2,766千円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行って

おります。 

当中間会計期間末（平成18年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行って

おります。 

前事業年度末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当事業年度において、有価証券について3,210千円（その他有価証券で時価のあるもの）減損処理を行ってお

ります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 223,983 188,449 △35,533 

合計 223,983 188,449 △35,533 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（優先株式） 103,600 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 13,325 14,877 1,551 

合計 13,325 14,877 1,551 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（優先株式） 103,600 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 34,446 30,241 △4,205 

合計 34,446 30,241 △4,205 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（優先株式） 103,600 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いて

おります。 

当中間会計期間末（平成18年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いて

おります。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いて

おります。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

時価（千円） 
評価損益 
（千円） 

通貨 為替予約取引 298,831 304,874 △6,042 

 
平成18年４月 

ストック・オプション 
平成18年５月 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社従業員 180名 

当社顧問 ６名 
当社従業員 ５名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 18,600株 普通株式 500株 

付与日 平成18年４月10日 平成18年５月25日 

権利確定条件 

新株予約権者は、権利行使時にお

いて、当社の取締役または従業員の

いずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締

結している場合に限り新株予約権を

行使することができる。ただし、定

年退職その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合はこの限りでは

ない。新株予約権者が死亡した場

合、権利を喪失するものとする。新

株予約権者は、当社の普通株式にか

かる株券が上場した場合に限り、新

株予約権を行使することができる。 

新株予約権者は、権利行使時にお

いて、当社の取締役または従業員の

いずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締

結している場合に限り新株予約権を

行使することができる。ただし、定

年退職その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合はこの限りでは

ない。新株予約権者が死亡した場

合、権利を喪失するものとする。新

株予約権者は、当社の普通株式にか

かる株券が上場した場合に限り、新

株予約権を行使することができる。 

対象勤務期間 
自平成18年４月10日 

至平成21年４月２日 

自平成18年５月25日 

至平成21年４月２日 

権利行使期間 
自平成21年４月３日 

至平成28年３月29日 

自平成21年４月３日 

至平成28年３月29日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成18年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 
平成18年４月 

ストック・オプション 
平成18年５月 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前事業年度末 － － 

付与 18,600 500 

失効 300 － 

権利確定 － － 

未確定残 18,300 500 

権利確定後      （株）     

前事業年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 

 
平成18年４月 

ストック・オプション 
平成18年５月 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 4,700 4,700 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 4,652 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 3,661.55円

１株当たり中間純利益

金額 
226.91円

１株当たり純資産額 4,926.99円

１株当たり中間純利益

金額 
322.73円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
319.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が

把握できませんので、記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 3,807.69円

１株当たり当期純利益

金額 
358.00円

 
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 280,137 435,467 441,979 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
280,137 435,467 441,979 

期中平均株式数（千株） 1,235 1,349 1,235 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 14 － 

（うち新株予約権） （ －） （ 14） （ －） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

――――― ――――― 新株予約権188個 

（普通株式18,800株） 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

１．新株予約権の発行について 

 当社は、平成18年３月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成18年３月30日及び平成18年５月19日開催

の取締役会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に規定されている新株予約権の発行を決議いたしま

した。 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数の調整をする

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並

びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必

要と認める株式の数の調整を行う。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は次の算式により１

株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移

転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

区分 

①平成18年３月30日臨時株主総
会決議に基づく第１回新株予約
権の付与（ストックオプショ
ン） 

②平成18年３月30日臨時株主総
会決議に基づく第２回新株予約
権の付与（ストックオプショ
ン） 

発行日 平成18年４月10日 平成18年５月25日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員 180名 

当社顧問   6名 
当社従業員  5名 

新株予約権の数（個） 186（注）１ 5（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,600（注）２ 500（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 4,700（注）３ １株当たり 4,700（注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

平成21年４月３日から 

平成28年３月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
１株当たり 2,350 １株当たり 2,350 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



４．(1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することができる。ただし

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

(2）新株予約権者が死亡した場合、権利を喪失するものとする。 

(3）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が上場した場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

(4）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

５．新株予約権を譲渡し、または、これに担保権を設定することができない。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．第二工場建設に伴う固定資産の取得について 

(1）取得の理由 

当社業容の拡大に備え、第二工場を建設するため、建設用地を取得いたしました。各事業部門の生産設

備を増強するためでありますが、第一期工事としては、主にプラチナグループメタルの精製回収能力及び

ケミカル製品の生産能力の増強を目的としております。 

(2）取得資産の内容 

資産の内容：第二工場建設候補地（工業用地） 

敷地面積：約44,000㎡ 

所在地：茨城県土浦市沢辺（東筑波新治工業団地） 

取得価額：約13億円 

(3）取得先の概要 

商号：財団法人茨城県開発公社 

本店所在地：茨城県水戸市笠原町978番地25号 

代表者：理事長 石川哲夫 

基本財産の額：90,000千円 

主な事業内容：工業団地の造成、販売 

当社との関係：ありません 

(4）取得の日程 

平成19年１月26日 取締役会決議 

平成19年２月22日 売買契約締結 

(5）資金計画 

新規公開時に実施した公募増資による手取金の一部を充当した他、金融機関からの借入により調達しま

した。 

  

  

  



前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

平成18年８月25日及び平成18年９月６日開催の取締役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成

18年９月26日に払込が完了いたしました。 

 この結果、資本金は1,888,199千円、発行済株式総数は1,455,103株となっております。 

  

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

１．募集方法 ：一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

２．発行する株式の種類及び数 ：普通株式 220,000株 

３．発行価格 ：１株につき 10,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。   

４．引受価額 ：１株につき 9,300円 

５．発行価額 ：１株につき 7,650円 

６．資本組入額 ：１株につき 4,650円 

７．発行価額の総額 ：1,683,000千円 

８．払込金額の総額 ：2,046,000千円 

９．資本組入額の総額 ：1,023,000千円 

10．払込期日 ：平成18年９月26日 

11．資金の使途 ：設備投資資金、運転資金 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年８月25日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年９月７日及び平成18年９月15日関東財務局長に提出。 

 平成18年８月25日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査法人の中間監査報告書 

 平成18年８月22日 

株式会社フルヤ金属  

 取締役会 御中    

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小坂 義人  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 教夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フルヤ金属の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第38期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平

成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社フルヤ金属の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１

日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年３月26日 

株式会社フルヤ金属  

 取締役会 御中    

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 業務執行社員  公認会計士 柳下 敏男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フルヤ金属の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平

成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社フルヤ金属の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１

日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成19年１月26日の取締役会決議に基づき、平成19年２月22日

に、第二工場建設予定地を取得している。 

    

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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